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１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

月額料金（消費税込金額）

基本料金

1,816円 　専用住宅とは、住宅の用に供する建物とする。

１種 8,472円 　営業用排水を含む家庭で、大量の雑排水を排出する

　店舗等（旅館、料理飲食店、食品加工、クリーニング店

　等）。ただし、店舗のみの場合は基本料金とする。

２種 4,842円 　1種、3種以外の雑排水を排出する店舗等。ただし、店

　舗のみの場合は基本料金とする。

３種 36,313円 　大型店舗、工場、ホテル等

１種 24,208円 　学校、幼稚園、保育所、公民館等

２種 217,879円 　病院

３種 72,626円 　老人保健施設

1,816円 　集会所等とは、自治会の集会所、公園、広場、神社等を

　いう。

3,630 円 4,254 円

3,630 円 4,311 円

3,630 円 4,006 円

③ 組　織

（２）経営比較分析表を活用した現状分析 ： 【別紙１】のとおり

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度 実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度

令和4年度 令和4年度

令和5年度 令和5年度

専用住宅

公
共
施
設
等

集会所等

606円

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

法 適 （ 全 部 ・ 一 部 ）
非 適 の 区 分

一部適用

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

処 理 区 域 内 人 口 密 度

1人当たり

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

4.16/m2 無

加　算　額

平成15年（22年）

摘　　　　　　　　要

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に
　基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指
　す。
　　「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区
　の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

実施予定無

区　　分

事
　
業
　
所
　
等

下水道事業に関する事務
下水道施設の改良等に関する事務
その他下水道事業に関する事務　等

下水道使用料その他の収入に関する事務
予算の執行及び決算、経理に関する事務

【体制】 課長 ：１名
課長補佐 ：２名（下水道係１名、管理係１名）
下水道係 ：１名

会計年度任用職員 ：２名 計　６名（職員４名、会計年度任用職員２名）

管理係

水　道　課 下水道係
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２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

Ⅰ 投資についての説明

【目標】企業債残高を計画期間内に２０％削減する。

① 計画期間内に実施する主な投資の内容

② 投資の財源について

 　財源については国庫補助金、受益者分担金、企業債、他会計繰入金により実施します。

　　４．他会計繰入金に関する事項
　　　　人件費について全額繰入れる予定としています。

　　公共下水道、農業集落排水事業等の集合処理区域以外の区域において、関係住民の生
　活環境の改善と公共用水域の保全を目的として、市町村設置型の合併処理浄化槽整備を
　行います。
　　安全で快適な下水道サービスを持続的かつ安定的に提供すると共に、下水道施設の健
　全な維持・管理を行います。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 【別紙２】のとおり

　 ○市町村設置型合併処理浄化槽については、令和6年3月に策定された奥出雲町一般廃棄物処理基本計画に基づ
　　 き継続的に浄化槽設置工事を実施します。
　 ○設置基数は毎年度10基（過疎地域8基、辺地地域2基）を目標に実施する予定としています。これにより、工
　　 事請負費23,000千円を毎年度計上しています。

　　２．受益者分担金に関する事項
　　　　中期財政計画に基づき、1基あたり135千円の10基分1,350千円を計上しています。

　　１．国庫補助金に関する事項
　　　　中期財政計画に基づき、改良費のうち補助基準額に対する３分の１を計上しています。

　　３．企業債に関する事項
　　　　中期財政計画に基づき事業債と過疎債、辺地債を借入れる予定としています。

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

建設改良費
千円

33,638 32,862 32,890 32,918 32,947 32,976 33,005 33,034 33,063 33,092 33,121

うち人件費 6,139 8,862 8,890 8,918 8,947 8,976 9,005 9,034 9,063 9,092 9,121

11基 年間10基設置工事

33,638
32,862 32,890 32,918 32,947 32,976 33,005 33,034 33,063 33,092 33,121

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

他会計繰入金

受益者分担金

国庫補助金

企業債

建設改良費

投資計画（単位：千円）
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Ⅱ 収益的収支についての説明

【目標】繰入金を計画期間内に現在の繰入額に対して30％削減する。

① 収益に関する事項

　１．使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項

　　　企業債については、毎年度の企業債償還額を上回らない範囲内での借入を目標としています。その結果、
　　企業債残高は、目標の20％を削減できる見込みです。なお、企業債残高の今後の見通しについては下図のと
　　おりとなっており、令和16年度の企業債残高は308,685千円となる見込みです。
　　　今後も企業債残高の縮減に努め、更なる経営の健全化を図ります。

　　　令和5年度末時点の浄化槽設置基数は1,191基となっています。毎年度、浄化槽10基設置を目標としていま
　　すので、令和16年度末の設置基数は1,302基となる予定です。しかし、水洗化人口は年々減少していく見込み
　　となっており、使用料収入についても同様に減少していき、令和12年度には純損失が発生する計画となって
　　います。
　　　そのため、令和7年度には下水道使用料審議会を開催し、令和8年度には料金改定を行い30％の料金値上げ
　　を実施する予定とし、料金の適正化に努め、純損失を解消します。

23,925
25,155 26,316 26,955 26,045 26,113 25,363 26,335 26,905 27,745

24,837

397,455 389,601
380,585

370,930 362,184
353,371 345,308

336,272
326,668

316,223 308,685
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R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

企業債の見通し（単位：千円）

建設改良企業債 企業債償還金 企業債残高

企
業
債
残
高

企
業
債
償
還
金
等

3,189人 3,118人 3,049人 2,982人 2,916人 2,851人 2,788人 2,724人 2,663人 2,602人 2,543人 2,485人

1,191 1,202 1,212 1,222 1,232 1,242 1,252 1,262 1,272 1,282 1,292 1,302

4,757 4,714
4,603 4,535 4,467 4,403 4,339 4,275 4,213 4,151 4,092 4,034
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現行使用料と水洗化人口の推移

水洗化人口 設置基数 使用料収入

設
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数

使
用
料
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入

（万円）
（基）
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　２．繰入金に関する事項

②費用に関する事項

　１．費用に関する考え方

　　　ア　維持管理費に関する事項

　　　イ　減価償却費に関する事項

　　　ウ　支払利息に関する事項

　　　エ　その他の費用に関する事項

　　　　既存の施設等に加え、令和7年度以降に取得予定の資産についても資産計上見込額を考慮して減価償
　　　却費を計上しています。なお、令和7年度以降に取得する資産に係る耐用年数については平均耐用年数
　　　28年として算出しています。

　　　　既借入分の支払利息に加え、今後借入予定の企業債の支払利息について計上しています。今後借入
　　　予定の企業債の借入条件は、事業債及び過疎債については償還期間30年、うち据置期間5年、半年賦元
　　　利均等償還、利率1.5％（4年毎に0.1％ずつ上乗せ）、辺地債については償還期間10年、うち据置期間
　　　2年、半年賦元利均等償還、利率1.2％（ただし、令和10年度以降は利率1.3％）としています。

　　　　その他、上記以外に係る費用については、実績額に基づいて計上しています。

　　　基準内繰入金を基本とし、しまね市町村総合交付金（生活排水処理普及促進交付金）を財源として維持管
　　理費の一部を基準外繰入金として計上しています。
　　　料金改定を実施することで、10年間で約30％削減することができます。

　　　【前提条件】
　　　　　内閣府が試算する「中長期の経済財政収支に関する試算」にてシミュレーションされている「消費
　　　　者物価上昇率」に基づき、毎年0.9%（主に過去投影ケース）ずつ物価が上昇すると仮定して積算して
　　　　います。
　　　　　ⅰ.修繕費に関する事項
　　　　　　　 ブロワ修繕経費として、毎年度計上しています。前提条件に基づき積算しています。
　　　　　ⅲ.委託費に関する事項
　　　　　　　 維持管理は民間委託を行い、経費削減を図っています。加入促進の効果もあり毎年度設置基
　　　　　　 数は増加しますが、休止等により維持管理を必要とする浄化槽の減少が予想されるため、委託
　　　　　　 費はわずかに年々減少が見込まれます。

45,349 44,674 44,027 43,392 42,751 42,130 41,509 40,921 40,339

47,144 46,029

58,953 58,077 57,235 56,410 55,577 54,769 53,962 53,197 52,441

6,586 4,361
2,253 439 ▲ 1,317 ▲ 2,969 ▲ 4,619 ▲ 5,459 ▲ 5,075

10,952
8,766

20,190
17,764

15,461 13,457 11,509 9,670 7,834 6,818 7,027

▲ 20,000

▲ 10,000
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使用料（改定前）

使用料（改定後）

純損益（改定前）

純損益（改定後）

使用料改定（30%増）と純損益の見通し

※ただし、他会計繰入金を基準内繰入金のみとした場合
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57,006
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繰入金（使用料改定前） 繰入金（使用料改定後）

繰入金の推移（単位：千円）
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　２．今後の見込み

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

　○今後の検討事項

②民間活力の活用
　　経営の効率化やサービス向上を図る上で、積極的な活用が必要と考えます。今後、社会情勢や環境の変化に
　応じて、他機関との連携を取りながら民間活力の活用に関する事項について検討を行います。

③計画的な施設更新
　　浄化槽の耐用年数到来に併せて人槽の見直しを盛り込んだ更新計画を策定し、更なる費用の削減や浄化槽の
　長寿命化を図ります。

④資産の有効活用
　施設の維持管理を適切に行い、施設の延命化に努めます。

　　　浄化槽の新規設置基数が年々減少していることもあり、減価償却費は減少していく見込みです。また、委
　　託費も微減となっていることから、費用全体は毎年度減少していく計画となっています。
　　　また、経費回収率は令和16年度において52.79％と、類似団体平均値56.06％（令和5年度実績）下回る予
　　測となりましたので、今後も更なる経費節減に努めます。

①交付金の活用
　有効的な交付金事業等を模索し、積極的に活用します。

174,754

154,372
161,601 156,572 151,844 148,180 144,730 141,544 138,319 134,153 129,071
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費用の推移（単位：千円）

45.25% 44.30% 43.42% 42.68% 41.70% 41.04% 40.19% 40.04% 40.71%
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経費回収率の見通し

1,191 1,202 1,212 1,222 1,232 1,242 1,252 1,262 1,272 1,282 1,292 1,302

1,155 1,162 1,164 1,151 1,138 1,125 1,113 1,101 1,089 1,077 1,065 1,054
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４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　経営状況等の変化に対応するため、収支計画については毎年度見直しを行います。また、令和8年度に料金改
定を行うこととしているため、必要に応じて経営戦略の見直しを行います。
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　　【別紙１】

7

経営比較分析表（令和5年度決算）
島根県　奥出雲町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例
368.01 30.81 ■ 当該団体値（当該値）法非適用 下水道事業 特定地域生活排水処理 K2 非設置

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

11,339

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

3,246 0.78 4,161.54 【】 令和5年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経営の健全性について
　収益的収支比率は、R1以降減少傾向にあり、料金改定など
の経営改善が必要である。
　企業債残高対事業規模比率については、類似団体の平均
以上であり厳しい状況であるが、浄化槽の新規設置数も年10
基程度と減少してきているため、今後も減少は継続すると考
える。
　また、経費回収率については、類似団体の平均以上を推移
しているが、人口減少による料金収入の減少、浄化槽管理基
数の増に伴う維持管理費の増加は否めず、適正な料金への
見直しなど、更なる経営の健全化が必要である。

②経営の効率性について
　水洗化率については90％後半の数値であり、処理区域内に
おいての汚水処理は比較的適切に行われていると言える。一
方、施設利用率については、類似団体の平均値よりも下回っ
ており設置済みの浄化槽の人槽を見直し等の対策が必要で
ある。
　また、汚水処理原価については、増減を繰り返しながら徐々
に上昇している傾向にある。今後も引き続き維持管理費の抑
制に努め、経営の効率化を図る。

資金不足比率(％)

- 該当数値なし 28.95 100.00 3,630

　本町の合併処理浄化槽事業は平成15年度から供用
を開始しており、老朽化の域には達していない。し
かしながら、個人で設置し町が譲り受けた浄化槽に
ついては、平成15年度以前の浄化槽もあることか
ら、今後は老朽化に向けて計画的な対策を講じる必
要がある。

2. 老朽化の状況

全体総括

引き続き維持管理費の抑制に努め、経営の効率化を
図るとともに、人口減少による収入減を考慮した適
正な下水道料金の検討を行ったうえで、早期の料金
改定が必要である。
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【349.83】

【85.31】【54.61】【307.86】【53.65】

【-】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 令和6年度

区　　　　　　分
決 算
見 込

１． (A) 47,164 46,029 58,953 58,077 57,235 56,410 55,577 54,769 53,962 53,197 52,441
(1) 47,144 46,029 58,953 58,077 57,235 56,410 55,577 54,769 53,962 53,197 52,441
(2) (B)
(3) 20

２． 127,590 108,342 102,648 98,495 94,609 91,769 89,154 86,774 84,358 80,956 76,630
(1) 87,732 69,448 64,774 63,728 62,753 62,088 61,488 60,948 60,392 59,127 57,006

87,732 69,448 64,774 63,728 62,753 62,088 61,488 60,948 60,392 59,127 57,006

(2) 39,846 38,894 37,874 34,767 31,856 29,681 27,666 25,826 23,966 21,829 19,624
(3) 12

(C) 174,754 154,371 161,601 156,572 151,844 148,179 144,731 141,543 138,320 134,153 129,071
１． 131,144 132,397 131,968 129,446 127,117 125,565 124,168 122,942 121,690 118,683 113,502
(1)

(2) 66,264 66,931 66,932 66,926 66,917 66,950 66,977 67,000 67,017 67,029 67,085

7,647 7,786 7,856 7,926 7,998 8,070 8,142 8,216 8,290 8,364 8,439

58,617 59,145 59,076 59,000 58,919 58,880 58,835 58,784 58,727 58,665 58,646
(3) 64,880 65,466 65,036 62,520 60,200 58,615 57,191 55,942 54,673 51,654 46,417

２． 6,689 8,151 6,265 6,183 6,087 5,980 5,874 5,754 5,618 5,474 5,362
(1) 6,689 4,994 4,910 4,817 4,710 4,594 4,481 4,354 4,211 4,052 3,915
(2) 3,157 1,355 1,366 1,377 1,386 1,393 1,400 1,407 1,422 1,447

(D) 137,833 140,548 138,233 135,629 133,204 131,545 130,042 128,696 127,308 124,157 118,864
(E) 36,921 13,823 23,368 20,943 18,640 16,634 14,689 12,847 11,012 9,996 10,207
(F)
(G)
(H)

36,921 13,823 23,368 20,943 18,640 16,634 14,689 12,847 11,012 9,996 10,207
(I) 36,921 50,744 74,112 95,055 113,695 130,329 145,018 157,865 168,877 178,873 189,080
(J) 55,869 66,354 90,569 112,309 133,247 152,703 171,552 188,181 202,995 215,072 227,233

4,415 4,415 4,415 4,415 4,415 4,415 4,415 4,415 4,415 4,415 4,415
(K) 35,106 31,510 32,149 31,239 31,307 30,557 31,529 32,099 32,939 30,031 24,304

25,155 26,316 26,955 26,045 26,113 25,363 26,335 26,905 27,745 24,837 19,110

5,194 5,194 5,194 5,194 5,194 5,194 5,194 5,194 5,194 5,194 5,194
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 47,164 46,029 58,953 58,077 57,235 56,410 55,577 54,769 53,962 53,197 52,441

(N)

(O)

(P)

8

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

令和7年度

営 業 収 益

令和8年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

(F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

流 動 資 産
う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益

う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和6年度

区　　　　　分
決 算
見 込

１． 19,100 17,300 17,300 17,300 17,300 17,300 17,300 17,300 17,300 17,300 17,300

２．
３． 6,166 8,972 9,000 9,028 9,057 9,086 9,115 9,144 9,173 9,202 9,231
４．
５．
６． 5,980 5,240 5,240 5,240 5,240 5,240 5,240 5,240 5,240 5,240 5,240
７．
８． 2,399 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350
９．

(A) 33,645 32,862 32,890 32,918 32,947 32,976 33,005 33,034 33,063 33,092 33,121

(B)

(C) 33,645 32,862 32,890 32,918 32,947 32,976 33,005 33,034 33,063 33,092 33,121
１． 33,638 32,862 32,890 32,918 32,947 32,976 33,005 33,034 33,063 33,092 33,121

6,139 8,862 8,890 8,918 8,947 8,976 9,005 9,034 9,063 9,092 9,121
２． 23,925 25,155 26,316 26,955 26,045 26,113 25,363 26,335 26,905 27,745 24,837
３．
４．
５． 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

(D) 57,573 58,027 59,216 59,883 59,002 59,099 58,378 59,379 59,978 60,847 57,968

(E) 23,928 25,165 26,326 26,965 26,055 26,123 25,373 26,345 26,915 27,755 24,847

１． 23,928 25,165 26,326 26,965 26,055 26,123 25,373 26,345 26,915 27,755 24,847
２．
３．
４．

(F) 23,928 25,165 26,326 26,965 26,055 26,123 25,373 26,345 26,915 27,755 24,847

(G)
(H) 397,455 389,601 380,585 370,930 362,184 353,371 345,308 336,272 326,668 316,223 308,685

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 令和6年度

区　　　　　分
決 算
見 込

87,732 69,448 64,774 63,728 62,753 62,088 61,488 60,948 60,392 59,127 57,006
61,763 64,149 61,444 60,398 59,423 58,758 58,158 57,618 57,062 55,797 53,676
25,969 5,299 3,330 3,330 3,330 3,330 3,330 3,330 3,330 3,330 3,330
6,166 8,972 9,000 9,028 9,057 9,086 9,115 9,144 9,173 9,202 9,231

6,166 8,972 9,000 9,028 9,057 9,086 9,115 9,144 9,173 9,202 9,231
93,898 78,420 73,774 72,756 71,810 71,174 70,603 70,092 69,565 68,329 66,237
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令和16年度

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金
他 会 計 補 助 金

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

計
そ の 他

令和13年度 令和14年度 令和15年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

収

入

そ の 他
計

他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金
受 益 者 分 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 返 還 金
他 会 計 へ の 支 出 金

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和15年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)
他 会 計 借 入 金 残 高
企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計

令和16年度

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度令和8年度令和7年度


